
（交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

単位 目標値 実績値 達成率

Ｒ３ 39 40 102.6%

Ｒ４ 49 49 100.0%

Ｒ５ 59 57 96.6%

Ｒ６ 54 59 109.3%

Ｒ７ 59 63 106.8%

Ｒ３ 0 0 100.0%

Ｒ４ 200 132 66.0%

Ｒ５ 250 286 114.4%

Ｒ６ 300 301 100.3%

Ｒ７ 350 328 93.7%

Ｒ３ 0 0 0.0%

Ｒ４ 1 0 0.0%

Ｒ５ 1 0 0.0%

Ｒ６ 2 0 0.0%

Ｒ７ 2 0 0.0%

Ｒ５ 5 0 0.0%

Ｒ６ 10 8 80.0%

Ｒ７ 15 10 66.7%

Ｒ５ 1 1.6 160.0%

Ｒ６ 2 1.6 80.0%

Ｒ７ 3 1.9 63.3%

Ｒ５ 30 52 173.3%

Ｒ６ 60 67 111.7%

Ｒ７ 100 42 42.0%

Ｒ５ 65 85 130.8%

Ｒ６ 70 81 115.7%

Ｒ７ 75 82 109.3%

Ｒ５ 60 91 151.7%

Ｒ６ 70 96 137.1%

Ｒ７ 80 94 117.5%

加計高校卒業後の起
業・創業件数
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指標②
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人

人
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当該年度における重要業績評価指標（KPI） 当該年度における実績値

デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）
　　　　　　　　　　　　　　　（デジタル実装タイプTYPE1）に係る事業実施結果報告

教育DX推進事業
（デジタル実装
タイプTYPE1）

Ｒ５年度
～

Ｒ７年度
2

指標に対する事業実施結果

指標①

指標②

指標③

児童生徒日常所見デー
タ登録数

AIドリルの活用頻度
　　　週●回以上

授業（教材）研究の件
数

保護者への対応満足度
を計測

地方創生に
相当程度効
果があった

【児童生徒日常所見データ登録数】
　システム操作研修会を行い、校長研修会等においても所見
データ登録の意味や方法を周知し、当初の実績値から数値を上
昇させることができたが、目標の１５件には届かなかった。教職員
間において操作の習得や意識に差があることが課題として挙げ
られる。
【AI型ドリルの活用頻度】
　定期的な利用状況の把握とその情報を校長会、教頭会へ共有
を行い、利用促進に努めた。AIドリルの授業中の活用や、校内に
おいて一斉学習を行う時間を設け利活用を進めるなどの良い取
組みを広げ、前年度よりも数値を上げることができたが、小学校
の低学年は頻繁に利用するには現実的に難しい部分があった。
【授業（教材）研究の件数】
　電子黒板、学習支援ソフト等を活用した授業づくりの環境整備
が進み、教育DX事業の推進により教員の授業研究の時間の確
保はできたが、授業・教材研究の件数は累計42件にとどまり、目
標の100件には届かなかった。
【児童・生徒の自己肯定感を計測】
児童・生徒の自己肯定感は82％となり、目標の75％を上回った。
AIドリル等を活用した個別の進度に応じた学習、ICT機器による
視覚的で分かりやすい授業、校務改善による教職員の支援時間
の確保などが、児童生徒の学びや安心感の向上に一定程度寄
与した。
【保護者への対応満足度を計測】
　保護者への対応満足度は94％となり、目標の80％を大きく上
回った。保護者連絡ツールや校務支援システムの導入により、
学校と保護者の連絡、情報共有、対応の迅速化が進んだことが
成果につながったと考えられる。
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安芸太田町人材
育成・交流拠点

整備計画

（地方創生推進
タイプ）

R３年度
～

Ｒ７年度

今後の方針

●ICT支援員による支援や研修を継続し、教員が日常的
に所見データを入力・確認・活用できる運用を定着させる。
町としても、システムの更なる活用推進とデータ活用のた
め、町内での活用状況の共有やサポートを継続する必要
がある。各学校の好事例を共有し、入力したデータが児童
生徒への具体的な支援や指導改善につながることを教職
員間で共通理解していく。

●AIドリルの活用については、全学年一律に回数を求める
のではなく、学年や教科特性に応じた活用モデルを整理
する。今後は、それぞれの年齢のニーズに沿ったシステム
の導入を検討する。

●研究の件数については、今後複式学級が増えていくこと
から指標として参考とすることが難しいが、教員が多くの授
業研究を行うことができるよう業務改善を進めていく。

●今後もICTを活用した更なる業務改善に取り組み教員が
児童生徒に向き合う時間を増やし、また児童生徒の学習
や日々のデータを蓄積し、活用することで児童生徒の状況
の把握に努め、児童生徒の学校生活を充実させ目標達成
できるよう取り組む。

●引き続き保護者満足度調査を継続して行う。保護者へ
の対応満足度は、本事業の成果のみが反映するものでは
ないが、各種の事業についてICTを活用して周知し、教育
DXを推進していくことで理解を深め、満足度向上を図る。

指標④
児童・生徒の自己肯定
感を計測
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指標①

●地域外から選ばれる高校づくりに向け、これまでの魅力
化施策は継続する。あわせて、ローカルビジネス創出プロ
グラムなど、地域と関わりながら学べる特色ある取組を発信
し、地域外生徒にとっても魅力ある教育環境の充実を図
る。

●寮生会等で寮生からの発想・提案を実現できる仕組み
をつくっており、国際理解や地域課題解決をテーマとした
ワークショップを地域住民とともに開催するなど、地域との
交流を目的とした利活用を積極的に行っていく。

●ローカルビジネス創出コーディネーター業務を通じて、
地域企業と連携した探究活動を実施している。生徒は町内
事業所でのインターンシップや成果発表に取り組んでお
り、地域理解やビジネス意識の醸成は進んでいる。
　加計高校での学びを将来的な起業・創業、地域内就業、
Uターンにつなげ、若者が地域で挑戦できる環境づくりを
進める。

指標③

地方創生に
相当程度効
果があった

【広島県立加計高等学校への地域外からの入学者数】
　加計高等学校の魅力化と地域外からの生徒受入れを進めるた
め、地域みらい留学、国際交流、部活動支援などに取り組んだ。
また、地域外生徒の受入環境として、人材育成・交流センター
「黎明館」の運営や、公営塾の運営を行った。これらの取組によ
り、地域外からの入学者数は目標59人に対し実績63人となり、目
標を上回った。
【拠点施設で開催する国際理解、地域課題解決研修参加者
数】
　拠点施設を活用して国際理解や地域課題解決に関する研修
を実施したが、参加者数は目標350人に対し実績328人となり、
目標達成には至らなかった。
　一方で、加計高校では、地域企業と連携した探究活動として、
町内事業所でのインターンシップを実施している。
また、取組の成果については、加計高校の体験活動報告会等で
発表し、地域課題を学びの題材とする活動が進んでいる。
【加計高校卒業後の起業・創業件数】
　起業・創業件数について、目標2件に対し実績0件となり、目標
達成には至らなかった。
一方で、加計高校ではローカルビジネス創出コーディネーター
業務を通じて、地域企業と連携した探究活動を実施している。
その中で、町内事業所でのインターンシップや成果発表を行っ
ており、起業・創業の前段階となる地域理解やビジネス意識の醸
成は進んでいる。

広島県立加計高等学校
への地域外からの入学

者数

資料5

【事業実施結果】

地方創生に非常に効果的であった

地方創生に相当程度効果があった

地方創生に多少効果があった

地方創生に効果がなかった
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